リスクアセスメント実施要領

技術士・労働安全コンサルタント　　矢島　藤一

　要旨

　災害防止を計画推進する段階で、危険有害要因の推定評価を、どう進めるかということで戸惑うことがあります。危険有害要因には、自社で発生した「労働災害や健康傷害」を第1にあげますが、自社で発生した「ヒヤリハット」、業界における災害情報、その他からの災害情報から得られるあらゆるものが入ります｡

　このような各種の情報から自社の差し迫った危険有害要因を選択しなければなりません。この場合に、選択の指標を探すのに、在来は抽象的な方法をとることにより選択していました。OSHMSにおいては、このような選択方法によることなく、より科学的な選択方法をとることを推奨しています。中には、科学的方法がどうしても採り難いものもあります。

　リスクアセスメントを行なう場合、数値による順位決定方法が主流になっていますが、必ずしも、その例によれないときは、多数決により課題事項を入れることもあります。ここでは、可能な限り、数値方法により危険有害要因を選択する方法について、その内容を示し、リスクアセスメントの実施方法を解説してみたいと思います。

　この方法は、数値の取り方や仮定により、具体的内容を探ることも多く、結果が矛盾を生む場合も想定されます。いわゆる確率論に立脚していますから、若干の不安要素を否定することはできません。また、人の行動が絡むから、絶対的な評価にならない場合も想定されます。

　このような観点に立って、実施要領の見直しも必要不可欠の条件となります。不都合を生じたときは、すかさず、手直しをして改善する必要があります。ここに示す内容は、一般的なものであって、特殊なケースの場合には、この内容に実態を加味したものとすることも必要です。数値の取り方も「10点法、100点法等々」作業の内容によって選択する必要があります。

　説明の概要

１.実施要領の枠組

２.リスクアセスメント及び実施事項を特定するための手順

　２-１　情報の収集

　２-２　業務活動の分類

　２-３　危険有害要因の抽出及び特定

　２-４　リスクの見積り

3．危険有害要因の除去又は低減するために実施すべき事項

　3－1　除去又は低減するために実施すべき事項の特定

　3－2　「重大リスク登録表」の作成と配布

　3－3　見直し時期

　3－4　安全衛生目標、安全衛生計画への展開

　3－5　記録の保管

　参考　リスク評価表の例

1. 実施要領の枠組

(１)　目的

　本要領は、業務内容から生ずるもの、労働過程から生ずる可能性のある危険又は有害要因(以下,危険有害要因という)を特定し、そのリスクの大きさを推定評価(確率論)し、耐えられないリスクに対して、これを除去又は低減させるための実施事項を特定するために行なうものです。以下その手順を説明します。

(２)　適用範囲

　本要領は、労働の過程から生ずる「危険有害要因」を特定する場合の、労働安全衛生のリスクの評価を行なうための方法を定めるものです。したがって、評価を科学的に行なえるものを抽出して危険有害要因を除去又は低減できるものに適用します。

(3) 用語の定義

1 危険又は有害要因(ハザート)：潜在的な危害又は機器等の損傷の源、その可能性

のあるもの。

2 リスク：指定された危険なできごと。(事故又は潜在的事故要因も含む)可能性及　　び結果の組み合わせ、をいいます。

3 リスクアセスメント：リスク分析とリスク評価の全てのプロセスで、次の三つの基本段階を含むものとします｡

ⅰ　危険有害要因の抽出及びその特性

ⅱ　それぞれの危険からのリスクの推定・評価(リスクの見積り)

ⅲ　リスクに耐えられるか否かの決定

4 危害：人の受ける物理的傷害もしくは健康傷害、または財産若しくは環境の受ける害

2. リスクアセスメント及び実施事項を特定するための手順

2-1　情報の収集

(1) 　安全衛生管理責任者は、事務担当に危険有害要因を特定するために必要な下記り情報を収集し、まとめるとともに各部門に連絡するよう指示します。

①　機械,設備等に係る仕様書又は取扱説明書

②　化学物質等に係る安全データシート(MSDS)等の危険有害情報

3 災害事例、ヒヤリハット事例

4 健康診断結果

5 安全衛生パトロールの結果

(２)　事務担当が収集した情報をもとめ、安全衛生管理責任者に報告するとともに、各部門長に連絡します。

2-2 業務活動の分類

(１)　部門長は部門担当者に指示して、敷地、工場、工程、人及び作業手順を含め業務活動に関する以下の事項の情報を収集し、業務活動に分類させます。

1 詳細な業務フローを作成し、当該作業単位ごとの安全衛生に関する側面

2 定常作業、非定常作業及び異常時・緊急事態への対応業務

3 職場に出入りする全ての人員の活動

(２)　部門担当者は、収集した情報を基に、業務活動を分類し、「リスク評価表」の「設

備又は作業項目」欄に記入します｡

2-3 危険有害要因の抽出及び特定

(１)　部門担当者は,分類した業務活動ごとに危険有害要因の可能性を次の観点から想定し、抽出します。なお、抽出は原則として、その作業を行なう従業員と協同で行ないます。

1 機械・器具その他の設備による危険有害要因

2 爆発性の物、引火性の物、発火性のもの等による危険有害要因

3 電気･熱その他のエネルギーによる危険有害要因

4 作業の方法から生ずる危険有害要因

5 作業場所に係る危険有害要因

6 原材料、ガス,蒸気,粉塵、酸素欠乏症、病原体等による危険有害要因

7 放射線、高温,低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による危険有害要因

8 計器監視,精密工作等の作業による危険有害要因

9 廃棄、廃液又は残さい物による危険有害要因

10 換気、照明等、作業上の状態に係る危険有害要因

11 作業行動から生じる危険有害要因

(2) 部門担当者は、抽出した危険有害要因を「リスク評価表」の「作業内容」「危険　　　有害要因」「リスクの内容」欄に、「どのような仕事をする場合」に「どのような危険有害要因」によって、「どのようなリスク(危険)があるか」を記入します。

2-4 リスクの見積り

(１)　リスク評価の方法

　リスク評価の方法には総評点の取り方により、幾つかの方法があります。ここでは、100点法による方法を示します。

　重大性の評価法を表１に、可能性の評価法を表２に示します。

[評価点]=[重大性の評価点]×[可能性の評価点]

重大性＝ａ＋ｂ

可能性＝ｃ＋ｄ

	
	ａ.違法性から
	ｂ.傷害の程度

	危険有害対象でない
	1
	安全衛生遵法性の対象でない
	１
	危険有害要因との接触なし

(ストレス残らない、暴露なし)

	危険有害性なし
	２
	自主基準が守られている
	２
	意図する使用での、危険有害要因との接触あり(事故未災害あり、ストレスあり、暴露あり)

	僅かに危険有害
	３
	法以外の要求事項

自主基準を含めて遵守していない
	３
	危険有害要因との接触あり

(切れ・こすれ、暴露あり、不快感：臭気･熱･光あり)

	危険有害あり
	４
	法規制に対する処置が不完全
	４
	危険有害要因との接触あり

(指切断など傷害は局所的、腰痛、難聴、慢性中毒)

	極めて有害
	５
	法規制に対する処置が取られていない
	５
	危険有害要因との接触あり

(致命傷、急性中毒、発ガンの可能性)


表１　危害の結果が重大性の評価

	
	ｃ.ソフト面から
	ｄ.ハード面から

	可能性がない
	１
	警告・立ち入り制限を表示など
	１
	緊急事態時にも

危険発生は限定的

	極めて可能性が低い(1回/数年)
	２
	指示・注意、監督が必要

リラックス作業
	２
	緊急事態時に必ず発生

ヒヤリハットあり

	可能性が低い

(1回/年)
	３
	教育・訓練で発生防止の対応可能、普通作業
	３
	意図する使用での危害の発生可能性がありうる

	可能性あり

(1回/数ヶ月)
	４
	教育・訓練だけで対応不可能
	４
	設備・材料などの変更も考慮すべきもの

	可能性が高い

(1回/週)
	５
	現状で発生は防げない
	５
	現状で発生は防げない


表２　危害の発生する可能性の評価レベル

(２)　評価点決定の目安

　表１、表2により、リスクレベルの対応基準点(評価点)を次のように決めます。

	評価点
	リスクレベル
	作業措置の決定さける内容

	４～９
	些細なリスク
	対応・措置を取らない。記録も不要

	１０～３４
	耐えられるリスク
	現状維持、必要な監視の継続実施

	３５～６４
	中程度のリスク
	リスク低減の対応が必要

	６５～８９
	実質的なリスク
	優先的にリスク低減対策の実施

	９０～１００
	耐えられないリスク
	改善措置がすむまで作業の中止


表３　評価点の決定

　この評価点は最終的には、作業従事者を含む複数の者から意見を聴取し、評価することとします。

3. 危険有害要因を除去又は低減するために実施すべき事項

３-１　除去又は低減するために実施すべき事項の特定

　①　担当者は、リスクアセスメントの結果、評価点３５以上のものについて、リスク除去または低減が必要な危険有害要因｢重大なリスク｣として特定します。

2 特定された危険有害要因に対して、想定される対策案を「リスク評価表」の対策欄に記入する。

3 担当者は、想定した対策案を実施した場合、対策後の残留リスク評価をします。

4 部門長は、リスクアセスメント及びリスク低減対策を確認し、承認します。

5 実施事項の特定にあたっては、関係する各部門の意見を聴取するとともに以下の事項に留意します。

　・　安全衛生関係等に規定された措置の実施

　・　機械、設備等の安全装置の設置

　・　無害又は有害性の低い化学物質への変更

　・　局所排気装置の設置

・　作業方法・作業手順の改善
・　安全衛生教育の実施
3-2 「重大リスク登録表」の作成と配布

1 部門長は、評価点35以上の危険有害要因を事務担当に報告し、事務担当は各部門から報告されたものを「重大リスク登録表」としてまとめます。

2 「重大リスク登録表」は安全衛生委員会等で審議し、社長の承認で決定します。

3 事務担当は、承認されたそを各部門長に配布します。

3-3 見直しと時期

(1)　定期見直し

　部門長は年1回(原則として2月)リスクアセスメントについて見直しを行ないます。

(2)　臨時見直し

　部門長は、業務内容、工程、取り扱い物質などの大幅な変更が生じた場合、該当する安全衛生法令及びその他の要求事項に変更があった場合、若しくは新製品導入時または、機会・設備及び化学物質などの新規技術の導入に当たっては、臨時にリスクの見直しを行ないます｡

3-4 安全衛生目標、安全衛生計画への展開

　部門長は、「重大リスク登録表」の実施すべき事項を安全衛生目標の設定、安全衛生計画の作成にあたり確実に配慮します。

3-5 記録の保管

　部門長及び事務担当は、「リスク評価表」及び「重大リスク登録表」を安全衛生記録として保管します。

「参考」リスク評価表の例

リスク評価表


部門

	No
	危険有害要因の特定
	リスクの評価
	対策案
	対策後の評価
	備　　　考

	
	設備又は作業項目
	作業内容
	危険有害

要因
	リスクの内容
	可能性
	重大性
	評価点
	
	可能性
	重大性
	評価点
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　以上は、平成14年11月22日実施の「OSHMS構築指導研修会」の資料を基に収録しました。

図1　リスク評価表
4.リスクアセスメント取り組み方
(1)　情報収集の方法　

情報を求める方法にはいろいろありますが、安全衛生管理責任者は、事務担当に危険有害要因を特定するために必要な下記情報を収集し、まとめるとともに各部門に連絡するよう指示します。

①　機械,設備等に係る仕様書又は取扱説明書

②　化学物質等に係る安全データシート(MSDS)等の危険有害情報

6 災害事例、ヒヤリハット事例

7 健康診断結果

8 安全衛生パトロールの結果

9 KYTシート

10 服務規律違反例

　一例として、表4、表5、表6を参考として掲げます。
	リスクアセスメントのテーマ
	オペレータだからこそ特定できたリスク

	積載装置稼動中のトラブル対処作業
	積載装置の上に乗って作業するため、転落する可能性が高い。

	カレンダーロール起動中の作業
	異物を取り除く時、専用治具を使用しない時がある。

	吊り荷揚げ作業
	荷揚げ作業が頻繁にあり、道路が通れない状態になる。

	ホッパ清掃作業
	ホッパ清掃時、足を踏み外し転倒する。

	フレコンバック荷揚げ投入作業
	専用ホースの重量が重過ぎる。


表4　　オペレータの視点によるリスク特定の例

	災害分類
	具体的危機の内容
	a

危険源摘出者数
	b

参加者数
	a/b

危険源認識度
	リスク評価

	
	
	
	
	
	可能性
評点

　A
	作業頻度
  B
	重大性

評点

    C
	合計
ABC


	リスクレベル

	
	針をつけようとしてりん青銅がないのに気づき、火をつけたまま取りにいく、その間に何かに燃え移らないか心配であった。
	1
	7
	14
	2
	2
	2
	6
	D



	
	1.4mmピアノ線を切っている時飛ばないように押さえても飛んでしまう。近くの人に当たったり線を踏んで危険性がある。
	1
	7
	14
	4
	2
	1
	7
	D

	
	立型試験引機でダイスから銅線を引き抜いたときに、小型4頭研磨機に身体をぶっつけそうになった
	2
	7
	29
	6
	4
	1
	11
	C

	
	作業台でダイスを引き抜いた際、作業台が前にズレ身体が後ろに倒れそうになった(腰を打ちそうにもなった。)
	1
	7
	14
	4
	2
	1
	7
	D




　ダイス組内のヒヤリハット(ダイス組)の例

表5　　ヒヤリハットのリスクアセスメント例

	安全アンケートの設問(抜粋)
	「ある」と回答した率

	1.安全柵・安全カバーが不備で手や体が簡単に入る危険な箇所がある。
	17.8%

	2.動いている機械に接近または接触せざるを得ない作業がある。
	44.8%

	3.刃部・鋭利な端部が露出せざるを得ない。または露出している箇所がある。
	7.6%

	4.充電部が露出している箇所がある。または露出しかけている箇所がある。
	5.8%

	5.静電気が起きやすいところ(作業)がある。
	23.6%

	6.火気(裸火)を取り扱う作業がある。
	41.6%


表6　　安全アンケート実施結果(アンケート提出711)の例

　この3例は「安全と健康」2005年6月号の「全員参加リスクアセスメントによるリスク低減(3)(日立電線㈱勤労グループ大島好夫氏の記事抜粋

補正2005-05-30
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